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相続人申告登記　相続登記が令和6年4月から義務化されましたが、期限内の申請が難しい
場合に、簡易に義務を履行できる手続きが「相続人申告登記」です。相続登記の義務不履行に
よる過料を回避できるメリットがありますが、相続した不動産を売却したり抵当権を設定する
際には、通常の相続登記が必要な点にご注意ください。

国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月13日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 9月2日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 9月2日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合）� 9月2日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告� 9月2日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市区町村の条例で定める日
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8 月号─2

　

求
職
者
と
企
業
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
を

解
消
し
、
円
滑
な
労
働
移
動
を
促
進

し
て
い
く
た
め
に
は
、
求
職
者
が
求

め
る
情
報
を
適
切
に
提
供
す
る
こ
と

が
有
効
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

企
業
の
情
報
公
表
の
在
り
方
等
に

つ
い
て
行
わ
れ
た
調
査
（
厚
生
労
働

省
）
で
は
、「
自
身
が
経
験
し
た
転

職
・
就
職
活
動
の
中
で
入
手
し
た
企

業
の
職
場
情
報
と
比
較
し
、
転
職
・

就
職
後
に
働
き
始
め
て
か
ら
知
っ
た

実
際
の
職
場
環
境
と
の
間
に
自
身
に

と
っ
て
不
都
合
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
あ
っ

た
者
」
は
、
全
体
の
約
６
割
と
な
っ

て
い
ま
し
た
。

　

こ
の
よ
う
な
ギ
ャ
ッ
プ
が
生
じ
な

い
よ
う
に
す
る
た
め
に
は
、
労
働
条

件
に
限
ら
ず
職
場
に
関
す
る
種
々
の

情
報
を
適
切
に
提
供
し
、
実
際
の
職

場
環
境
等
と
の
乖
離
を
解
消
す
る
こ

と
が
必
要
と
言
え
る
で
し
ょ
う
。

　

今
回
は
、
令
和
６
年
３
月
に
厚
生

労
働
省
に
よ
り
策
定
さ
れ
た
「
求
職

者
等
へ
の
職
場
情
報
提
供
に
当
た
っ

て
の
手
引
」（
以
下「
手
引
」）に
基
づ

き
、
企
業
等
が
職
場
情
報
を
提
供
す

る
に
当
た
っ
て
の
課
題
や
対
応
策
等

を
解
説
し
ま
す
。

一
　
法
令
等
に
よ
る
開
示
・

　
提
供
項
目

　

労
働
関
係
法
令
に
よ
り
定
め
ら
れ

て
い
る
開
示
・
提
供
項
目
お
よ
び
資

本
市
場
に
お
け
る
企
業
等
の
非
財
務

情
報
（
人
的
資
本
関
係
）
の
開
示
に

係
る
取
扱
い
等
に
つ
い
て
は
、
次
の

３
つ
に
大
別
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

⑴　

労
働
者
の
募
集
に
当
た
っ
て
開

示
・
提
供
す
る
必
要
が
あ
る
も
の

　

労
働
者
の
募
集
等
に
当
た
っ
て

は
、
求
人
票
や
募
集
要
項
等
に
お
い

て
、
労
働
条
件
を
明
示
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
（
職

業
安
定
法
）、
ま
た
、
そ
の
募
集
が

新
卒
者
等
を
募
集
す
る
も
の
で
あ
る

場
合
は
、
こ
れ
に
加
え
て
、
募
集
・

採
用
に
関
す
る
状
況
、
職
業
能
力
の

開
発
・
向
上
や
職
場
定
着
の
促
進
に

関
す
る
取
組
状
況
に
つ
い
て
の
情
報

提
供
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
（
若
者

雇
用
促
進
法
）。

⑵　

労
働
者
の
募
集
の
有
無
に
か
か

わ
ら
ず
定
期
的
な
公
表
が
求
め
ら

れ
る
も
の
又
は
公
表
す
る
こ
と
が

望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
る
も
の

　

企
業
等
に
お
け
る
人
材
の
多
様
性

を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
キ
ャ

リ
ア
形
成
や
労
働
者
の
職
業
生
活
と

家
庭
生
活
の
両
立
を
図
る
観
点
か

ら
、
該
当
す
る
企
業
等
に
お
い
て
、

開
示
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

具
体
的
に
は
、

・
中
途
採
用
者
数
の
割
合
（
労
働
施

策
総
合
推
進
法
）

・
育
児
休
業
の
取
得
状
況
（
育
児
介

護
休
業
法
）

・
プ
ラ
チ
ナ
く
る
み
ん
取
得
企
業
の

次
世
代
育
成
支
援
対
策
の
実
施
状

況
（
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進

法
）

・
女
性
の
活
躍
状
況
（
女
性
活
躍
推

進
法
）

な
ど
が
該
当
し
ま
す
。

⑶　

資
本
市
場
に
お
い
て
企
業
が
提

供
す
る
非
財
務
情
報
（
人
的
資
本

関
係
）

　

資
本
市
場
に
お
い
て
は
、
企
業
の

非
財
務
情
報
の
開
示
の
取
組
が
進
め

ら
れ
て
お
り
、令
和
４
年
５
月
に
は
、

人
的
資
本
経
営
を
実
践
に
移
し
て
い

く
た
め
の
取
組
、
重
要
性
及
び
工
夫

を
ま
と
め
た
「
人
的
資
本
経
営
の
実

現
に
向
け
た
検
討
会
報
告
書
〜
人
材

版
伊
藤
レ
ポ
ー
ト
２
・
０
〜
」
が
公
表

さ
れ
、
令
和
４
年
８
月
に
は
「
人
的

資
本
可
視
化
指
針
」
に
よ
り
、
資
本

市
場
へ
の
情
報
開
示
の
在
り
方
等
が

整
理
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
令
和
５
年
３
月
期
決
算
か

ら
、
有
価
証
券
報
告
書
に
お
い
て
人

材
育
成
方
針
や
社
内
環
境
整
備
方
針

の
ほ
か
、
女
性
活
躍
推
進
法
等
に
よ

り
公
表
し
て
い
る
場
合
に
は
、
女
性

管
理
職
比
率
、
男
女
の
賃
金
の
差
異

等
に
つ
い
て
記
載
が
求
め
ら
れ
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
（
企
業
内
容
等
の

開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
）。

二
　
求
職
者
等
が
開
示
・
提
供
を

　
求
め
る
情
報
等

　

手
引
の
策
定
に
あ
た
り
実
施
し
た

転
職
経
験
者
、
求
人
企
業
及
び
民
間

人
材
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
を
対
象
と
す

る
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
に
お
い
て
、
求
職

者
等
は
、
主
に
、
次
の
項
目
を
求
め

て
い
る
こ
と
が
確
認
さ
れ
ま
し
た
。

⑴　

情
報
の
内
容

①
　
企
業
等
・
業
務
に
関
す
る
情
報

・
企
業
等
の
安
定
性

求
職
者
等
へ
の

職
場
情
報
提
供
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・
事
業
・
業
務
内
容
（
自
身
の
望

む
仕
事
が
で
き
る
か
、
自
ら
の

強
み
を
活
か
せ
る
か
）

・
業
務
に
よ
り
習
得
で
き
る
ス
キ

ル
、
入
社
後
の
キ
ャ
リ
ア
パ
ス

②
　
職
場
環
境
に
関
す
る
情
報

・
在
宅
勤
務
、
テ
レ
ワ
ー
ク

・
女
性
活
躍
の
状
況
、
男
性
育
休

取
得
率
、
女
性
比
率

・
育
児
休
業
、
短
時
間
勤
務
等

・
職
場
の
雰
囲
気
、
社
風

・
社
員
の
定
着
率

③
　
労
働
条
件
・
勤
務
条
件

・
賃
金
（
昇
給
等
の
中
長
期
的
な

見
通
し
含
む
）

・
所
定
外
労
働
時
間
（
残
業
時

間
）、
所
定
労
働
時
間
、
有
給

休
暇
取
得
率

・
副
業
・
兼
業
の
可
否

・
転
勤
の
有
無

④
　
求
職
者
等
の
属
性
に
よ
る
傾
向

　【
転
職
者
の
場
合
】

・
経
験
者
採
用
等
割
合
、
経
験
者

採
用
等
の
離
職
率

・
研
修
制
度
、
オ
ン
ボ
ー
デ
ィ
ン

グ
制
度
、
フ
ォ
ロ
ー
体
制

・
過
去
に
同
部
署
に
入
社
し
た
人

の
経
歴

　【
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
場
合
】

・
就
職
後
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
（
昇

給
制
度
及
び
教
育
訓
練
の
有
無

等
）

・
正
社
員
転
換
制
度
の
有
無
及
び

正
社
員
転
換
実
績

⑵　

情
報
の
単
位

　

ミ
ス
マ
ッ
チ
防
止
の
観
点
か
ら
、

所
属
す
る
予
定
の
部
署
や
担
当
す
る

予
定
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ
ー
ム
単
位

等
で
の
情
報
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し

い
と
さ
れ
て
い
る
一
方
で
、
部
署
単

位
等
の
詳
細
な
情
報
に
つ
い
て
ま

で
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
や
求
人
情
報
の

中
で
広
く
開
示
す
る
こ
と
は
、
情
報

量
が
過
多
に
な
る
等
の
懸
念
も
あ
り

ま
す
。
情
報
量
過
多
へ
の
対
応
に
つ

い
て
は
後
述
し
ま
す
。

三
　
情
報
提
供
の
課
題
・
対
応

　

職
場
情
報
を
提
供
す
る
に
当
た
っ

て
の
課
題
や
、
そ
の
対
応
例
を
紹
介

し
ま
す
。

⑴　

提
供
時
期
・
提
供
方
法

　

求
職
者
等
に
対
し
て
職
場
情
報
を

提
供
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
や
求
人
票
、
募
集
広
告
で
広

く
一
般
に
開
示
、
面
談
の
場
、
職
業

紹
介
事
業
者
経
由
に
よ
る
提
供
等
が

考
え
ら
れ
ま
す
。

⑵　

提
供
す
る
情
報
の
量

　

求
職
者
等
が
求
め
る
情
報
は
多
様

で
す
が
、情
報
量
が
過
度
に
多
い
と
、

全
体
的
に
わ
か
り
づ
ら
く
な
り
、
求

職
者
等
に
情
報
が
伝
わ
り
き
ら
な
い

こ
と
が
想
定
さ
れ
ま
す
。

　

対
応
例
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
段

階
に
応
じ
た
提
供
が
考
え
ら
れ
ま

す
。

 

例
１　

応
募
段
階
（
求
人
票
や
募
集

情
報
）で
は「
企
業
全
体
」の
働
き

方
等
に
関
す
る
情
報
を
提
供
し
、

選
考
段
階
に
お
い
て
「
部
署
単
位

等
」
の
働
き
方
等
に
関
す
る
情
報

を
提
供
す
る
。

 

例
２　

応
募
段
階
（
求
人
票
や
募
集

情
報
）
で
は
数
値
情
報
や
取
組
状

況
を
提
供
し
、
選
考
段
階
に
お
い

て
、
補
足
と
し
て
職
場
の
雰
囲
気

等
の
定
性
的
な
情
報
を
提
供
す

る
。

⑶　

数
値
情
報
の
提
供

　

数
値
情
報
は
、
企
業
等
に
お
け
る

取
組
の
状
況
を
端
的
に
把
握
す
る
こ

と
が
可
能
で
あ
り
、
ま
た
、
複
数
の

企
業
等
の
間
で
の
比
較
が
容
易
と
な

る
こ
と
か
ら
、
求
職
者
等
の
企
業
選

択
に
資
す
る
も
の
と
言
え
ま
す
。

　

法
令
に
お
け
る
定
義
等
に
基
づ
き

算
出
さ
れ
て
い
る
も
の
も
あ
り
ま
す

が
、
任
意
に
提
供
す
る
数
値
情
報
に

お
い
て
は
、
そ
の
算
出
に
用
い
て
い

る
数
値
の
定
義
や
算
出
方
法
が
企
業

等
に
よ
っ
て
異
な
る
こ
と
が
想
定
さ

れ
ま
す
。

　

そ
の
定
義
や
算
出
方
法
、
注
釈
等

を
付
記
し
、
求
職
者
等
の
誤
解
を
招

く
こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
す
る
こ
と

が
望
ま
し
い
で
す
。

⑷　

情
報
の
正
確
性

　

情
報
の
更
新
に
つ
い
て
は
、
最
新

の
情
報
で
あ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
も

の
の
、
内
容
に
よ
っ
て
は
、
更
新
作

業
に
過
度
の
負
担
を
要
す
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
る
た
め
、
企
業
等
の
体
制

等
と
比
較
考
量
し
つ
つ
検
討
し
、
更

新
し
た
時
期
や
次
回
の
更
新
予
定
時

期
を
併
せ
て
提
供
し
て
い
く
と
よ
い

で
し
ょ
う
。

⑸　

中
小
企
業
等
に
お
け
る
情
報
発

信

　

中
小
企
業
等
に
お
い
て
は
特
に

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
整
備
や
ウ
ェ
ブ
サ

イ
ト
に
掲
載
す
る
情
報
の
更
新
に
係

る
負
担
が
大
き
い
と
い
う
課
題
が
あ

り
ま
す
。
少
な
い
負
担
で
求
職
者
等

に
対
す
る
情
報
提
供
を
行
う
場
合

は
、
厚
生
労
働
省
が
設
け
て
い
る
職

場
情
報
総
合
サ
イ
ト
（
し
ょ
く
ば
ら

ぼ
）
等
を
活
用
し
て
い
く
と
よ
い
で

し
ょ
う
。



8 月号─4

　公的年金の被保険者、受給権者等は、法
令に基づき、所定の事項を届け出なければ
ならないとされています。
　令和6年3月に、被保険者、受給権者等
の負担軽減及び年金事業の適正な運営の観
点から、老齢年金の裁定に係る請求につい
て、一部の記載を不要とするとともに、添
付書類の適正化が行われました。
　また、条約等により年金制度の被保険者
とならない者等について、日本と他国にお
ける保険料の二重負担を防止するため、被
保険者とならない者を把握するための届出
規定が新設されました。
　以下、主なものを抜粋してご紹介します。
記載事項および添付書類の詳細は、年金事
務所または日本年金機構の相談窓口にお問
い合わせください。
⑴　老齢年金の裁定請求の規定見直し

　一定の老齢年金の裁定に係る請求につい
て、受給権者及び配偶者の他の公的年金給
付に係る情報の記載等を不要とするととも
に、添付書類の適正化が行われました。
　また、老齢厚生年金の裁定請求の際、受
給権者が65歳以上の者である場合には、
雇用保険被保険者番号等の記載及び雇用保
険被保険者証の添付は不要とされました。
⑵　３歳未満の子を養育する被保険者等
　次の添付書類の省略が行われました。
・　3歳に満たない子を養育する被保険者
等の標準報酬月額の特例の申出につい
て、事業主による確認欄を設け、確認を
受けた場合には、子と申出者との身分関
係を明らかにすることができる市町村長
等の証明書又は戸籍の抄本の添付は不要
とされました。
・　当該申出について、住民基本台帳法の
規定により子に係る機構保存本人確認情
報の提供を受けることができる場合には、
子の生年月日を明らかにすることができ
る書類の添付は不要とされました。

　医療保険制度においては、入院したとき
に必要となる食費について、1食当たりの
総額及び被保険者等が負担する額を定め、
その差分を入院時食事療養費又は入院時生
活療養費のうち食事の提供に係るもの（※1）

として支給しています。
　この負担額は、平均的な家計における食
費の状況及び特定介護保険施設等における
食事の提供に要する平均的な費用の額を勘
案して定められており、食材費等の高騰等
を踏まえ、令和6年6月より、食事療養標
準負担額及び生活療養標準負担額のうち食
事の提供に係るものについて、1食につき
30円（※2）引き上げられました。
※１�　入院時生活療養費は、食事の提供に係るものの
ほか、光熱水費など居住費に係る支給があります。
今回の負担額引き上げは食費が対象です。

※２�　所得の状況その他の事情をしん酌して厚生労働
省令で定める者等については、所得区分に応じて
1食につき10〜20円の引き上げとなります。

〈医療保険〉 
入院時の標準負担額改正
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〈厚生年金保険等〉 
手続時の添付書類の適正化


